
Ⅰ-２ 超高齢社会に対応した住まい・コミュニティの形成及び
個別団地毎の特性に応じたストックの再生・再編等の推進

（１）超高齢社会に対応した住まい・コミュニティの形成

（２）ストックの再生・再編等の推進等

（３）ＵＲ賃貸住宅管理業務の適切な実施
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■地域医療福祉拠点化に向けた取り組み

①地域における医療福祉施設等の充実の推進

②高齢者等多様な世代に対応した居住環境の整備推進

③若者世帯・子育て世帯等を含むコミュニティ形成の推進

②車いすやベビーカーも移動
しやすいよう、バリアフリーに
配慮した屋外環境

ＵＲ賃貸住宅団地

②高齢者が安心・安全に住み続
けられるよう工夫した住宅

②若者世帯・子育て世帯等の
ニーズにあった住宅

①地域における医療・福祉施設
等の充実の推進
（団地内の賃貸施設や敷地へ
の医療・福祉施設等の誘致）

③団地内の屋外空間、賃貸施設、集会
所等を活用した多世代交流の機会の創
出、生活支援サービスの導入

［地域医療福祉拠点の形成のイメージ］

首
都
圏

東京都

希望ヶ丘、ｴｽﾃｰﾄ千歳希望ヶ丘（世田谷区）/高島平（板橋区）/豊島
五丁目、ﾇｰｳﾞｪﾙ赤羽台、王子五丁目、神谷堀公園ハイツ（北区）/
大谷田一丁目（足立区）/多摩ニュータウン（諏訪、永山、貝取、豊ヶ
丘）（多摩市）/館ヶ丘、ｸﾞﾘｰﾝﾋﾙ寺田（八王子市）/多摩平の森、高幡
台（日野市）/ひばりが丘ﾊﾟｰｸﾋﾙｽﾞ（西東京市・東久留米市）/ｸﾞﾘｰﾝ
ﾋﾙｽﾞ東久留米（東久留米市）/鶴川（町田市）

千葉県
千葉幸町、花見川、千草台、高洲第一、高洲第二、あやめ台（千葉
市）/ｱｰﾄﾋﾙ高根台（船橋市）/ｺﾝﾌｫｰﾙ柏豊四季台（柏市）

茨城県 戸頭（取手市）

神奈川県
奈良北、公田町、左近山、左近山第三（横浜市）/相模台（相模原
市）/ｺﾝﾌｫｰﾙ茅ヶ崎浜見平（茅ヶ崎市）、平塚高村（平塚市）

埼玉県

武里（春日部市）/みさと（三郷市）/西大和（和光市）/ｺﾝﾌｫｰﾙ松原
（草加市）/原市、尾山台、西上尾第一、西上尾第二（上尾市）/狭山
台（狭山市）/吉川（吉川市）/北坂戸、北坂戸駅前ハイツ、北坂戸駅
前第二ハイツ、若葉駅前ハイツ（坂戸市）/若葉台、ﾊﾟｰﾙﾊｲﾑ若葉、
ｺﾝﾌｫｰﾙ若葉、かわつるｸﾞﾘｰﾝﾀｳﾝ松ヶ丘、かわつるｸﾞﾘｰﾝﾀｳﾝ松ヶ
丘第二、かわつるｸﾞﾘｰﾝﾀｳﾝ新鶴（鶴ヶ島市）

近
畿
圏

大阪府
新千里西町（豊中市）/森之宮、森之宮第２（大阪市）/金剛（富田林
市）/香里、香里ヶ丘みずき街、香里ヶ丘けやき東街、香里ヶ丘さくら
ぎ街（枚方市）

兵庫県
有野、花山東（神戸市）、浜甲子園さくら街、浜甲子園なぎさ街（西宮
市）

奈良県
奈良学園前・鶴舞、富雄、中登美第三（奈良市）/郡山駅前（大和郡
山市）

京都府 男山（八幡市）

中
部
・九
州

愛知県
豊明（豊明市）/ｱｰﾊﾞﾝﾗﾌﾚ鳴子、尾上（名古屋市）/岩倉（岩倉市）/
高蔵寺ニュータウン（中央台、藤山台、岩成台、高森台、岩成台西）
（春日井市）

福岡県 長住、原（福岡市）/徳力、志徳（北九州市）/日の里（宗像市）

地域医療福祉拠点の形成に取り組んでいる86団地（平成29年３月末現在）
※赤字下線表記の団地：平成28年度に新規着手：全国で計39団地

Ⅰ-２-（１） 超高齢社会に対応した住まい・コミュニティの形成（①地域の医療福祉拠点の形成）

〇 ＵＲ賃貸住宅へ医療福祉施設等の誘致を推進し、団地周辺地域も含めた地域医療福祉拠点の形成を図る。
平成28年度は計画を上回る39団地※１で新たに着手（累計86団地※２にて着手）。 （計画値20団地 達成率195％）

〇 また、着手済み団地のうち６団地※３において形成。 （計画値0団地 達成率皆増）

※１～３ うち大都市圏のおおむね1,000戸以上の団地 それぞれ21団地、61団地、６団地

地域包括ケアシステムの構築・ミクストコミュニティの形成を推進 16



■ 住宅のバリアフリー化

16.1 16.3

20.9 21.9

平27 平28

供
給
戸
数
（
累
計
）

平成28年度末時点

49.8％ ⇒ 51.7％
（中期目標期間中に約55％）

○居住中住戸についても居住者の希望に応じて、

無償で浴室・トイレに手すりを設置する取組を実施

平成28年度実績

11,882戸
(うち高度のバリアフリー化

1,649戸)

※ 高度のバリアフリー： ①２箇所以上の手すりの設置、②屋内の段差解消、
③車椅子で通行可能な広い廊下幅の確保、について全て実施された住宅

■ 団地内への医療福祉施設の誘致

高度のバリアフリー化に対応

計37.0万戸
（49.8％）

＋約12,000戸

計38.2万戸

（51.7％）

○ネコサポステーション
多摩ニュータウン（永山・貝取）/東京都多摩市

団地内の賃貸施設に生活支援サービス機能を付加した物流
拠点を誘致した事例です。コミュニティ活動、一括配送、家事
サポートのサービス提供等の拠点として活用されています。

○ 板橋区在宅医療センター 高島平団地（東京都板橋区）

団地内の賃貸施設に、板橋区医師会の運営による在宅医療センターを誘致しています。

地域包括支援センター、訪問看護ステーション、在宅ケアセンター（居宅介護支援事業所）、

療養相談室（在宅医療・介護連携支援窓口）の機能が設置され、これらの連携により医療・

介護のワンストップサービスの提供を行っています。

■ 民間事業者との連携手法の多様化
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〇 地域医療福祉拠点の形成に資するため、地域に不足している医療福祉施設を団地内に誘致。あわせて、民間事業者と資金調達
や事業参画を促進するよう連携手法の多様化を図る。

〇 バリアフリー化についても、中期計画（55％）の達成に向けて着実に推進。

Ⅰ-２-（１） 超高齢社会に対応した住まい・コミュニティの形成 （①地域の医療福祉拠点の形成・②高齢者、子育て
世帯等に対する住宅供給等の適切な実施（ミクストコミュニティの形成）・③団地のバリアフリー化の推進）



団地内
広場

移管公園 移管道路

事業区域
(従前600戸)

継続管理区域
1,311戸

整備敷地
(集合・戸建住宅予定)

整備敷地
(保育園)
H28.4開園

整備敷地(商業施設)
H28.2開設
・スーパーマーケット等
・美容、歯科等
・飲食店

整備敷地(高齢者福祉施設)
H28.10開設
・ｻｰﾋﾞｽ付き高齢者向け住宅 158戸
・訪問介護事業所

【辻堂団地】
団地再生事業(集約化)により市街地整備改善を実施
○ 整備敷地を活用し、良好で多様な住宅及び高齢者福祉施設、商業施設等を誘導。

事業スケジュール
H20.9 団地再生事業着手
H23.9 移転期限
H24年度 事業区域除却工事着手
H25年度～ 整備敷地事業者公募
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Ⅰ-２-（２） ストックの再生・再編等の推進等

〇 居住者との丁寧な話し合いによる合意形成に努めながら、ストックの再生・再編の加速化に取り組み、特にストックの削減について、

昨年度の目標（3,700戸程度）・実績（4,398戸）を上回る高い目標設定（4,400戸程度）に対して、計画を上回る実績（4,495戸）を

達成（達成率102％）。

【平成28年度実績】 着手戸数：10,107戸 （達成率112％） 削減戸数：4,495戸 （達成率102％）
※削減戸数は、新規供給戸数から用途廃止した戸数を除いた実質削減戸数。

地図使用承諾©旺文社第56G107号



東京都心部に存する高額賃貸住宅の空家住宅を借り受けて、民間賃貸住宅として入居者を募集し家賃等の収入を得るとともに、対象
物件全体の修繕・維持管理を実施し、賃貸住宅事業の運営（経営）を行う運営事業者の公募を実施。

○平成28年６月公募 ３団地836戸

①天王洲ビュータワー
Ｈ7管理開始/403戸/品川区

②オーバルコート大崎ビュープラザ

Ｈ13管理開始/104戸/品川区
③アートヴィレッジ大崎ビュータワー

Ｈ18管理開始/329戸/品川区

○平成28年10月公募 １団地705戸

①河田町コンフォガーデン
Ｈ14管理開始/705戸/新宿区

○公募スケジュール
平成28年６月 公募

10月 入札・落札者決定
平成29年２月 運営開始

○公募スケジュール
平成28年10月 公募

平成29年１月 入札・落札者決定
５月 運営開始予定

【取組の概要】

アートヴィレッジ大崎ビュータワー

○公募スケジュール
平成29年２月 公募

５月 入札・落札者決定予定
10月 運営開始予定

○平成29年２月公募 ４団地1,130戸
（渋谷区と港区の２エリアに分けて公募）

③トリニティー芝浦

Ｓ63管理開始/222戸/港区
④アクティ汐留

Ｈ15管理開始/683戸/港区

①コラム神泉
Ｈ13管理開始/98戸/渋谷区

②シャレール広尾

Ｈ18管理開始/127戸/渋谷区

シャレール広尾 アクティ汐留

地図使用承認©昭文社第56G107号

天王洲ﾋﾞｭｰﾀﾜｰ

ｵｰﾊﾞﾙｺｰﾄ

大崎ﾋﾞｭｰﾌﾟﾗｻﾞ

ｱｰﾄｳﾞｨﾚｯｼﾞ

大崎ﾋﾞｭｰﾀﾜｰ

河田町コンフォガーデン

地図使用承認©昭文社第56G107号

ｱｸﾃｨ汐留

ﾄﾘﾆﾃｨ芝浦
地図使用承認©昭文社第56G107号

ｼｬﾚｰﾙ広尾

ｺﾗﾑ神泉

地図使用承認©昭文社第56G107号

河田町ｺﾝﾌｫｶﾞｰﾃﾞﾝ
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Ⅰ-２-（２） ストックの再生・再編等の推進等

〇 東京都心部の高額賃貸住宅のサブリースについて、８団地2,671戸について公募を実施し、うち４団地で運営事業者を決定。


